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重要判決 50 選』（2010 年，立花書房）3頁），廣瀬健二「外国少年司法事情 1 序説 少
年法制の概観」家庭の法と裁判 6 号（2016 年）152 頁，同「少年法の基礎 我が国の特
徴と年齢の規制」研修 826 号（2017 年）4 頁，「福祉包摂型」（廣瀬健二「少年法の現在
地」臨床心理学 17 巻 6 号（2017 年）748 頁）と呼んでいる。概括的な紹介として，田宮







⚒） 廣瀬健二「少年法制の展望 成人年齢・他機関連携を中心として 」ケース研究 330
号（2017 年）117 頁参照。
⚓） 注目すべきものとして，坂田仁「スウェーデンの制裁制度・2015 年」法学研究 88 巻
12 号（2015 年）59 頁，同「スウェーデン刑法における制裁の量定」人間科学論究 20 号
（2012 年）49 頁，同「スウェーデン刑法典及び刑法施行法」（2012 年 1 月現在の正文・
抄訳）http://www.jinsakata.server-shared.com/svlaw/BrB2012.PDF，同「スウェーデ
ンの矯正保護組織の変更」犯罪と非行 151 号（2007 年）142 頁，同「スウェーデン『拘
禁法』の制定について」法学研究 84 巻 9 号（2011 年）419 頁，同「スウェーデンの制裁
制度」犯罪と非行 141 号（2004 年）123 頁，同「スウェーデン」宮澤浩一＝藤本哲也
『講義刑事政策』（1984 年，青林書院）28 頁，坂田仁「スウェーデンの社会福祉新立法」
家庭裁判月報 33 巻 11 号（1981 年）157 頁，同「スウェーデンの児童福祉法について」





究部報告 44 号（2011 年）59 頁，最高裁判所事務総局刑事局『陪審・参審制度 スウェ
ーデン編』（2002 年，司法協会），鮎川潤「スウェーデン犯罪防止委員会」犯罪と非行
120 号（1999 年）229 頁，伊藤広史「海外の矯正事情（第 5回）スウェーデン」刑政 108
巻 5 号（1997 年）88 頁，シャスティン・ニルソン「スウェーデンの更生保護制度」犯罪
と非行 109 号（1996 年）130 頁，トーマス・エクボン「スウェーデンにおける犯罪と矯
正制度の現況」犯罪と非行 106 号（1995 年）100 頁，野坂明宏「スウェーデン及びイギ
リスにおける更生保護見聞録」同号 167 頁，花島政三郎「スウェーデンの青少年保護施
設を訪ねて」犯罪と非行 104 号（1995 年）137 頁，澤田健一「スウェーデンの矯正の現
状」犯罪と非行 98 号（1993 年）61 頁，高木俊治「スウェーデンとイギリスの矯正施設」
刑政 101 巻 5 号（1990 年）40 頁，細井洋子「スウェーデンの青少年問題Ⅳ」犯罪と非行
51 号（1982 年）149 頁，小澤禧一「スウェーデンの矯正保護」更生保護と犯罪予防 59
号（1980 年）1 頁，Ｄ・Ａ・ワード「スエーデンおよびデンマークにおける行刑改革と
収容者の権利」犯罪と非行 20 号（1974 年）201 頁，前野育三「スウェーデンの少年法
制」『少年司法と適正手続』（1998 年，成文堂），同「スウェーデン」『世界諸国の少年法
制』（1994 年，成文堂）309 頁，松澤伸『デンマーク司法運営法』（2008 年，成文堂），
最高裁判所事務総局刑事局『陪審・参審制度 デンマーク編』（2003 年，司法協会）な
どがある。

















⚖） 公刊したものとして，廣瀬健二「海外少年司法制度 北欧調査の一部報告」刑政 126
巻 1 号（2015 年）16 頁，同「外国少年司法事情 2 ヨーロッパ諸国の概観と北欧(1)」
家庭の法と裁判⚗号（2016 年）95 頁，同「外国少年司法事情 3 北欧(2) スウェーデ
ン」家庭の法と裁判 8号（2017 年）147 頁，同「外国少年司法事情 4 北欧(3) スウェ
ーデンの刑事司法制度」家庭の法と裁判 10 号（2017 年）130 頁，同「外国少年司法事情
5 北欧(4) スウェーデンの刑罰（制裁）に対する若年者の特則」家庭の法と裁判 11 号
（2017 年）131 頁，同「外国少年司法事情 6 北欧(5) スウェーデンの刑事手続・処分
の若年者に対する特則」家庭の法と裁判 12 号（2018 年）114 頁，同「外国少年司法事情
⚗ 北欧(6) スウェーデンの少年保護法制 LVU 法（その 1）」家庭の法と裁判 13 号
（2018 年）96 頁，同「外国少年司法事情 8 北欧(7) スウェーデンの少年保護法制
LVU法（その 2）」家庭の法と裁判 14 号（2018 年）97 頁，同「外国少年司法事情 9 北
欧(8) スウェーデンの少年保護法制 社会事業法（SOL法）（その 1）」家庭の法と裁判
15 号（2018 年）139 頁，同「外国少年司法事情 10 北欧(9) スウェーデンの少年保護
法制 社会事業法（SOL法）（その 2）」家庭の法と裁判 16 号（2018 年）147 頁，同「外
国少年司法事情 11 北欧(10) スウェーデンの少年保護法制 社会事業法（SOL 法）
（その 3）」家庭の法と裁判 17 号（2018 年）146 頁，廣瀬健二＝十河隼人「スウェーデン
の少年保護法制 若年者保護特別法」立教法務研究 11 号（2018 年）45 頁などがある。
なお，研究分担者によるものとして，松澤伸「スウェーデンにおける刑罰の正当化根
拠と量刑論 いわゆる「均衡原理」の基礎 」罪と罰 51 巻 3 号（2014）76 頁，同「デ
ンマークにおける少年犯罪への法的対応」立教法務研究 9号（2016）159 頁がある。



























の語を当てておられるが，私としては英訳の Social Service から「社会事業」という語
を当ててきたので（廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 2」97 頁以下），これを当面維
持したいと思う。
10） 正式名称は，Lag（1964：167）med särskilda bestämmelser om unga lagöverträdare
であり，LUL 法と略称されている。同法の概要については，廣瀬・前掲注 6）「外国少
年司法事情 6」114 頁以下参照。










な検討が行われた。その検討結果である 1974 年と 1977 年の調査報告書を受け









11） 正式名称は，Lag（1990：52）med särskilda bestämmelser om vård av unga であり，
LVU 法と略称されている。同法の概要については，廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事
情 7」96 頁以下及び同「外国少年司法事情 8」97 頁以下のほか，LVU法の条文の仮訳等
について，廣瀬＝十河・前掲注 6）「スウェーデンの少年保護法制」45 頁以下を参照。
12） 児童福祉法については，坂田・前掲注 3）「スウェーデンの児童福祉法について」143
頁，廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 3」147 頁参照。
13） コミューンは，我が国の市町村に相当するスウェーデンの地方自治の単位であるが，
5000 人程度の規模のものが多いようである（廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 3」
150 頁注 21）参照）。












章），社会事業の任務など（第 3 章），支援を受ける権利（第 4 章），種々の対象
者に応じた特則（第 5 章），家庭外での保護（第 6 章），私的活動と報告義務
（第 7 章），手数料（第 8 章），費用補償など（第 9 章），委員会組織（第 10 章），
事件の処理手続（第 11 章），情報の取扱い（第 12 章），監督など（第 13 章），虐





⚑ 目 的 等
社会事業は，民主主義と連帯の精神に基づいて，個人に対する経済的及び社
会的な保障，生活条件の平等及び社会生活への積極的参加を促進するものであ





15） 坂田・前掲注 3）「スウェーデンの社会福祉新立法」159 頁。
16） 1980 年法の条文については，坂田・前掲注 3）「スウェーデンの社会福祉新立法」174
頁以下参照。その後の改正経過の詳細については確認未了であるので今後の課題として
いる。







少年は 18 歳未満とされ（同法 1章 2条 3項），少年に関する措置に際しては，
その少年の利益が特に考慮されなければならないこと，少年に対する保護的介
入・処遇的介入に関する決定，その他の措置に際しては，その少年にとって最













責任は軽減されないことも注記されている（SOL法 2章 1条 1項）。
17） 薬物乱用者の強制を含む保護については，「特定の事件における薬物乱用者の保護に関
する法律」（1988 年法律第 870 号）による（SOL法 1章 3条）。
18） この若年者に対する特別法が，既に触れた LVU法（前掲注 11））である。
スウェーデンの少年保護法制（廣瀬健二) 95
社会事業に関するコミューンの職務は，各コミューン議会が定める社会福祉
委員会等によって遂行される（同章 4条 1 項）。また，コミューンは，コミュー











（同法 2a 章 1 条）。ただし，緊急の場合（同章 2条），他のコミューンとの強いつ
ながりがある場合（同章 3 条），特定の障害者，支援施設，高齢者等（同章 4
条），施設内処遇，病院収容等（同章 5条）への特則，他のコミューンへの支援
等（同章 6 条・7 条），他のコミューンにおける介入等（同章 8 条・9 条），事件







































前掲注 6）「外国少年司法事情 3」148 頁以下参照。



























25） 学位については，社会学，人権論，心理学など 140 単位程度を取得した者に与えられ
るが，実務経験者で関係する高等教育基礎レベルの学位を有する者も含まれるようであ
る（SOL 法 3 章 3 条 a 第 2 項）。また，ＥＵ諸国，スイス等の有資格者に関しては特則
がある（同章 3条 b・3条 c）。
















放的援助供与が受けられるようにすることが義務付けられている（同法 3 章 6





































27） 坂田・前掲注 3）「スウェーデンの社会福祉新立法」169 頁。







められている（同法 4 章 1 条 a・1 条 b・1 条 c)28)。社会福祉委員会は，必要性
を認めれば，上記 1 の支援に加えて，更なる支援も行うことができる（同章 2
条）。














その一定額を超えない収入が除外されている（SOL法 4章 1 条 a）。生活維持扶助期間・


































































⑶ コミューンは，犯罪が 21 歳未満の者により犯されたときには，「犯罪に


















すること（同章 3条 1項 1号）。
イ 少年の両親が，少年に関する監護権，居所，面会交流等（親子法 6 章）
に関する取り決めをするために支援を受けること（SOL 法第 5 章 3 条 1 項 2 号）。





















































（SOL法 5章 6 条 3 項），2019 年からイデッシュ語，ロマ語も含まれるように改正されて
いる（2018 年法律第 1369 号）。
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債のある者に含まれ，その債務が解決されるまでは上記カウンセリング提供義







保護の措置のための家庭施設，③ 16 歳から 20 歳の少年及び若年者のための支
援施設，にそれぞれ受け入れられるように配慮することが義務付けられている。
特に，同委員会の斡旋により他の家庭に受け入れられた者に対しては，その者











34） LVU法 12 条の若年者特別家庭施設（「12 条ホーム」と呼ばれている。詳細は，廣瀬・
前掲注 6）「外国少年司法事情⚗」99 頁）及び「特定の場合における薬物乱用者の保護に
関する法律」（1988 年法律第 870 号）22 条・23 条による家庭施設が挙げられている
（SOL法 6章 3条）。

























行うものとされ，SOL 法同章 6 条による許可を与えた社会福祉委員会には，
その責務36)の履行が求められている（同章 9条）。
なお，個人又は社団37)には，上記個人家庭への少年の受入れを目的とした
36） 第⚖・⚒⑷ア～オの責務である（SOL法 6章 7条・7条 a）。
37） この社団（sammanslutning）は，外国の少年の養子縁組を手配するための公認された
組織であり，その手配を受ける権利については，「国際養子縁組の手配に関する法律」
（lagen（1997：192）om internationell adoptionsförmedling）に規定がある（同章 16 条，
後記第⚖・⚓も参照）。




















































⚓ そ の 他
少年の受入れについては，国境を越えた少年の受入れと配置（同章 11 条 a・
b），国際養子縁組（同章 12 条ないし 16 条）の特則がある。
38） 面談の対象は，自身の家庭に少年・若年者を受け入れている一人又は複数の者とされ
ている（同章 7条 b第 1項 3号）。
39） 親子法（Föräldrabalken（1949：381））6章 8条に基づく申立てである。
40） 専任保護官は，社会事業局のソーシャル・ワーカー（socialsekreterare）である。












































人により指摘された誤りの注記等に関する規定が準用される（同法 7 章 3 条・
同法 11 章 5 条・6条）。
⑵ 記録の保存・廃棄義務
「社会事業における個人情報の取扱いに関する法律」（2001 年法律第 454 号）
による情報管理の対象となる個人事歴に関する注記事項等の情報については保
存義務があるとともに，最後に情報が記入されてから 2年後にはその廃棄義務




要件が審査されることになる（SOL 法 7 章 2 条 2 項 2 文 1 号から 4 号・2018 年法律第
1156 号）。
47） 同改正法により，2019 年 1 月 1 日以降は，同章 1条の許可を認められた者の範囲の変
更の保健・福祉ケア監察局への通知義務（同章⚒条ａ），同局による 1条の申請料の徴収
（同章 2条 b）も定められている。
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の決定をした社会福祉委員会に対して提出することが義務付けられている（同





















経過までは廃棄されないことになる（SOL法 7章 3 条 1 項後段・2項）。また，廃棄はそ
の発生から 1年以内に終了することが義務付けられている（同条 3項）。
49） この施設は，保護，住居，支援住宅，生活上困窮している者への特別サービス付き住
宅への居住のための家庭施設のことである（同法 7章 3条 a・5章 7条 3 項）。
50） 代表標本とされた資料は，代表標本として選択されたコミューン，代表標本と選択さ
れた個人に関係する他のコミューンにおいて，措置の決定をした社会福祉委員会に保管
のため提出することが義務付けられている（同法 7章 3条 a第 2項）。
51） 関係人に対し，上記文書の原本又は複写物の筆写又は複写のために可能な限り速やか


























52） 若年者及び少年に対する特則（SOL 法 5 章 1 条）による活動に関する規定である。こ
の特則については，廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 10」147 頁以下参照。


















社会福祉委員会については，コミューン法（2017 年法律第 725 号）における
委員会に関する規定が適用される（SOL法 10 章⚑条)57)。
53） 老年者及び障害者に対する特別な居住施設の居住を指す（同章 5条 2 項・7 条 3 項）。
廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 10」149 頁参照。
54） 当然のことと思われるが，料金はコミューンの負担した費用が上限とされている（同
法 8章 2条 1項ただし書）。
55） 過剰となった原因としては，誤った情報によるもの，情報提供の懈怠などによるもの
が挙げられている（同法 9章 1条・2条）。

















とができる（同法 10 章 4 条・5条）。この委任は，親子法については，定められ
た特定の任務59)に関してのみ行うことができる。
また，少年の家庭への受入れの禁止・制限（同法 5 章 2 条）に関する決定の
承認等には委任を行うことができない（同法 10 章 6 条）。




58） SOL 法 6 章 6 条・8条・11 条 a～13 条・14 条・9 章 3 条，LVU法 4 条・6条・11 条 1
項・3 項・13 条・14 条 3 項・21 条・22 条・24 条・26 条・27 条・43 条，「特定の事件に
おける薬物乱用者の保護に関する法律」（1980 年法律第 870 号）11 条・13 条が挙げられ
ている。
59） この任務として，親子法⚑章 4条・9条，2章⚑条・4条～6条・8条・9条（ただし調
査不開始，調査打ち切り権限を除く）・3章 5条・6条・8条，6章 6条・14 条 a 第 2 項・
15 条 a 第 3 項・13 条 a（ただし，委員会の構成員又は代表者によって構成される特別部
に対してのみ委任可）・15 条 c 第 3 項・19 条（監護権，同居権，面会交流権についての
審判と裁定に関する調査員の選任決定），7章 7条，11 章 16 条 2 項が列挙されている。
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第 10 裁定の取扱い
⚑ 調 査














































⑴ 保 護 計 画
社会福祉委員会は，保護・居住のための家庭施設，支援住宅，養護家庭にお
ける保護を必要とする者があるとき，その手配を予定する保護措置のために，
計画書（保護計画）を作成しなければならない（SOL法 11 章 3 条 1 項）。
60） 新たに居住することになるコミューンが裁定の引継ぎに同意する場合，他のコミュー
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⚔ 行政手続法（2017 年法律第 900 号)62)の準用
社会福祉委員会のすべての裁定には，関係機関・団体からの意見聴取（行政
手続法 26 条)63)の規定が準用される（SOL法 11 章 7 条）。
社会福祉委員会の裁定で個人に対する公権力の行使に関するものには，行政








の遅れに関する措置〕，同法 23 条〔調査責任〕，同法 24 条〔当事者が口頭で情報提
供を受けられる場合〕64)65)，同法 25 条〔コミュニケーション〕，同法 31 条〔決定の
書面での記載事項〕，同法 32 条〔決定の理由付け〕，同法 33 条・34 条〔決定内容の
通知及び不服申立の方法〕，同法 36 条〔誤記等の更正〕）が準用される（SOL 法 11
章 8 条 1 項）。
また，他の公的機関による個人に対する公権力の行使に関する審理と裁定に
おけるその公的機関に対する申立て・意見に関する場合にも上記規定が準用さ







考え方は，その年齢と成熟度に比例して重視されることになる（SOL 法 11 章
10 条 1 項）。




64） 老年者及び障害を有する者に対する特別な居住（SOL 法 5 章 5 条 2 項・7 条 3 項）に
関する裁定，その他類似するソーシャル・サービスに関する裁定における申請者に関す
る情報には準用されない（同法 11 章 8 条 2 項）。




66） 対象者への配慮から，LVU 法 38 条と同様に送達法（2010 年法律第 1932 号）の本人
以外への送達，公示送達の適用が排除されている。廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情
8」100 頁以下参照。
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少年の救護又は扶助のための介入の必要性に関する調査（同章 2 条）に際し
て，少年は監護権者の同意及び同席なくして聴取を受けることができる。監護
権の移転（親子法 6章 7 条・8条）に関して社会福祉委員会が主導する調査の際






章 11 条・11 条 a）。
また，国税庁における収入区分・臨時収入，税金の還付に関する個人の情報








が義務付けられている（SOL 法 12 章 1 条）。ただし，親子関係の一定の情報67)
や代表標本とされた文書に関しては廃棄の特則が規定されている（同章 2条）。
67） 父権・親権（親子法 1章 9条），養子縁組の調査に関して提出・作成された文書，保護
又は居住のための家庭施設，養護家庭，支援住居，障害者の特別の住宅（SOL 法 5 章 7
条 3 項）又は他の保護家庭への少年の収容・受入れに関連して提出・作成された文書
（同法 12 章 2 条 1 項 1～3 号）は上記廃棄の対象から除外される（同条 2条 1項）。監護，
居所，面会交流（親子法 6 章）に関し，社会福祉委員会により認められた協定は，少年
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第 12 監 督 等
保健・福祉ケア監察局は，社会事業及び若年者特別家庭施設（SOL 法 6 章 3
条）での活動に対する監督を行う（同法 13 章 1 条 1 項）。
監督の対象となる私人の活動は，①保健・福祉ケア監察局による許可を要す
る活動（同法 7 章 1 条 1 項・13 章 1 条 2 項 1 号。前記第 7・1），②社会事業の任
務遂行のためコミューンと契約を結んだ活動（同法 2 章 5 条・13 章 1 条 2 項 2
号），③コミューンが SOL法の責務履行のため発注した事業の活動（同法 13 章


















































その活動の全部又は一部を禁止する旨決定することができる（SOL法 13 章 11 条）。
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第 15 そ の 他
⚑ 不服申立等
⑴ 社会福祉委員会による決定に対する不服申立
①コミューンによる介入措置の申請（SOL法 2 章ａ第 8条），②生活支援の補
助（同法 4章 1条），③生活支援の継続の拒否・引下げ（同章 5条），④少年の家
庭受入れの禁止・制限（同法 5章 2 条），⑤保護措置の許可（6章 6 条），⑥養子
縁組の許可（同章 12 条），⑦養子縁組許可の取消（同章 13 条），⑧養子縁組手
続継続の同意（同章 14 条），⑨料金の価格基準等（同法 8 章 4 条ないし 9 条）に
関する決定に対しては行政地方裁判所に対して不服申立をすることができる。
上記各決定は即時に有効となるが，行政地方裁判所又は行政高等裁判所は，
これらの決定の執行時期を定めることができる（同法 16 章 3 条）。
⑵ 保健・福祉ケア監察局による決定に対する不服申立
①活動の許可（同法 7章 1条），②個人事歴の保管（同章 5条），③関係資料提
供の命令（同法 13 章 5 条），改善の命令（同章 8 条），④活動の許可の取消・禁
止（同章 9条～11 条），⑤裁定の移送（同法 2章 a 第 11 条）に関する決定には，










①少年の家庭受入れの禁止・制限（同法 5 章 2 条）に違反した者，②少年に
対する保護措置等の許可（同法 6章 6条），外国に居住する少年の養子縁組の許
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可（同章 12 条）に関する義務を怠り，「国際養子縁組機関に関する法律」10 条
所定の義務を怠った者，③私的活動（同法 7 章 1 条）を許可なしに行った者，
④活動の禁止（同法 13 章 9 条・10 条）に違反して活動を継続した者に対しては
罰金が科される72)。上記①②の罪に対する公訴の提起には厚生庁の許可，③
④の罪に対する公訴の提起には保健・福祉ケア監察局の許可がそれぞれ必要と
されている（同法 16 章 6 条）。
⑵ 課 徴 金
社会福祉委員会の決定又は裁判所の決定に従って定められた生活支援（同法
4 章 1 条）を合理的な期間内にコミューンが提供しない場合，その決定の執行
中断から合理的期間内に新たな補助を提供しない場合，そのコミューンには特











72） 罰金の詳細については，廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 4」132 頁。なお，命令
に付加される罰金を拘禁に変更することはできないとされている（SOL法 16 章 11 条）。
73） 課徴金は，最低 1万～最高 100 万 SEK（スウェーデンクローナ。1クローナ約 12 円：
2019 年 1 月時点）の範囲で，遅滞期間の長さ・程度，その他の悪質さの程度を特に考慮
して定められるが，軽微な事案では徴収せず，特別に強い事情がある場合には免除する
こともできる（同章 6条 b）。また，課徴金は，前記補助を認める決定・判決，あるいは
中断から 2年以内に限り課すことができる（同章 6条 e）。
74） コミューン法（2017 年法律 725 号）3章 10 条に規定された会計監査人である。
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定時期，決定された支援の種類，遅滞の理由を簡潔に述べて行われる（同法 16



















75） SOL 法 16 章 7 条は 2018 年 10 月⚑日に削除する改正が施行されているが，これは，
同日，「保護・居住のための家庭施設における酩酊性の薬物等の所持に関する法律」
（2018 年法律第 649 号）が施行され，アルコール等の規制や不服申立等の規定がより整
備されたためであるようなので，改正前の規定を紹介しておくこととした。
76） 若年者特別家庭施設（LVU法 12 条。廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 7」99 頁）

















77） 廣瀬・前掲注 6）「外国少年司法事情 3」147 頁以下参照。
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